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研究成果の概要：本研究は，中東欧諸国及びその周辺国の日本語教育機関を研究対象とし，日

本語コンテンツの実態と教師・学習者の日本語コンテンツ活用能力の実態を明らかにし，日本

語コンテンツを開発した。具体的には，研究代表者と連携研究者が中東欧諸国の日本語教育機

関を訪問し，日本語コンテンツの実態と教師・学習者の日本語コンテンツ活用能力について聞

き取り調査を行った。コンテンツ開発については，これまで開催されてきた「日本語教育連絡

会議」の内容を電子化し，インターネットで公開した。 
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研究分野：日本語教育 

 

科研費の分科・細目：言語学・日本語教育 

 

キーワード：日本語教育，日本語コンテンツ，中東欧諸国  



１．研究開始当初の背景 
 これまで，国立教育政策研究所が中心とな

って，日本語教育支援システム（CASTEL/J）

の開発研究を進めてきた。 

我々が開発した日本語コンテンツは，著作

権を保護するために，インターネット公開で

はなく CD-ROM を媒体とし，申込者に配布

してきた。この CD-ROM 申込者は，日本を

含む先進国に偏っていた。先進国以外の国・

地域では，日本語教師・学習者が少なく，Ｉ

Ｔ専門家の支援が容易に得られない日本語

教育機関が多数存在する。そのような機関で

は，日本語コンテンツの CD-ROM を利用す

ることや，ＩＴ技術を利用した日本語教育を

実践することが困難な状況にあると考えら

れる。 
 
２．研究の目的 
 そこで，本研究の目的は，中東欧諸国及び

その周辺国の日本語教育機関を研究対象と

し，「①日本語コンテンツの実態（需要・供

給・開発状況とＩＴ環境等）」と「②教師・

学習者の日本語コンテンツ活用能力の実態」

を調査によって明らかにし，そして「③実態

に即した日本語コンテンツを開発」すること

である。 
特に中東欧諸国を対象とする理由は，教

師・教材不足と地理的不便性をＩＴの活用に

よって克服であると考えられ，かつ，「日本

語教育連絡会議」に参加している日本語研究

者・教師が本研究に積極的に協力していただ

けるということが主な理由である。 
 
３．研究の方法 
 先の研究目的を達成するために，まず，調

査対象国の「日本語コンテンツの実態」と「教

師・学習者の活用能力の実態」を把握するた

めの調査内容及び調査方法を検討し，次に，

質問紙調査と訪問調査によってこれらの実

態を明らかにした。 
次に，調査結果を踏まえて，中東欧諸国の

ニーズに即したＩＴ利用の日本語教育用コ

ンテンツを共同開発した。また，多くの中東

欧諸国の教育機関に対して，このコンテンツ

の利用に関する技術支援を行い，コンテンツ

の利用普及を図った。 
 
 具体的な研究方法を以下に述べる。 
 
①調査項目と調査機関の検討 

中東欧諸国における「日本語コンテンツ」

と「教師・学習者のコンテンツ活用能力」を

把握するための調査項目，そして調査依頼す

る「教育機関・日本語教師」を国内で検討し

た。日本語コンテンツの実態を把握するため

には，1)日本語コンテンツを利用するための

情報機器・ネットワーク等のハードウェアに

関する項目と，2)日本語コンテンツのソフト

ウェア（アプリケーション）に関する項目に

分けて検討した。 

調査を依頼する中東欧諸国の教育機関を

選定し，さらに本研究に積極的に協力してい

ただける日本語研究者・教師と連絡を取り，

調査を依頼した。 

 

②日本語教育用コンテンツの共同開発 

この調査結果を踏まえて，中東欧諸国のニ

ーズに即したＩＴ利用の日本語教育用コン

テンツを共同開発した。 
具体的には，これまで開発してきた日本語

教育支援システムの増強と，新規に日本語教

育連絡会議報告書（論文集）をすべて電子化

した。 

中東欧諸国で，これらがどのように活用す

ることができるのかを検討し，コンテンツ利

用に関する技術支援を行った。さらに，開発

したコンテンツの利用普及を図るためのプ

レゼンテーションを行った。 

最後に，本研究の成果は，国内及び海外の

日本語教育等の関連学会・研究会・会議で発

表した。 

 

４．研究成果 

 本研究成果として，新規に開発した日本語

教育連絡会議報告書（論文集）のコンテンツ

について紹介する。 

 

①日本語教育連絡会議報告書（論文集） 

この報告書（論文集）の合計冊数は，2007

年の第 20 回で 17 冊目である。約 20 年前の



先に，収録内容を「東欧」と「一般」に分

類したが，「東欧」に属する内容について説

明する。明らかに「東欧」に関するものとし

て，東欧（日本以外）の機関報告，東欧の教

師／学習者に関する論文（発表・報告），東

欧の言語に関する論文（発表・報告）がある。 

報告書は，「民主化」以前の東欧の日本語教

育について知ることのできる貴重な資料を

含んでいる。 

 
②コンテンツの収録件数について 
17 冊の報告書・論文集の収録内容の件数は，

各会議開催別に集計すると，表１のようにな

る。そして，収録内容を「東欧」（東欧に関

する内容）と「一般」（「東欧」以外の内容）

に分類して折れ線グラフにすると，図２のよ

うになる。 

 例えば，スロベニア（スロヴェニア）に分

類した収録内容として，次の報告や研究発表

がある。 

【機関報告の例】 

・スロヴェニア共和国における日本語教育－

1990～91 年の報告と現状  

・スロヴェニア東方学会日本語講座機関報告

1993／1994 

表１ 各会議別の収録件数 

 

 

 

 

第N回 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 合計
件数 1 1 1 20 20 32 35 54 53 39 50 34 33 40 29 19 25 22 23 25 556

・リュブリャーナ大学文学部アジア・アフリ

カ研究学科日本研究講座 

・リュブリャーナ大学における日本語教育実

習プログラム  

 

 

 

 

 

図２ 収録内容別件数の推移 
 

収録件数は，第８回が最も多く，第 17 回

以降は 25 件程度となっている。当初「東欧」

に関する内容が多かったが，後半は少なくな

ってきている。 

 

③収録内容について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・リュブリャーナ大学文学部アジア・アフリ

カ研究学科日本研究講座 2003／2004 年度機

関報告 

・リュブリャーナ大学文学部アジア・アフリ

カ研究学科日本研究講座 2004／2005 年度機

関報告 

・リュブリャーナ大学文学部アジア・アフリ

カ研究学科日本研究講座 2005／2006 年度機

関報告 

・外国人のためのスロヴェニア語セミナーに

参加して 

【研究発表の例】 

・日本語とスロヴェニア語における再帰行為

表現の対照 

・日本人は悩んでいます－スロヴェニア人が

回答する人生相談 

・日本語とスロヴェニア語の基礎動詞‐ヴォ

イスの観点からの対照‐ 

・スロヴェニア人日本語学習者用の XML 化 

・リュブリャ－ナ大学日本学専攻における学

生の統計的分析 

・教師は日本語教育実習で何を評価するのか

－リュブリャーナ大学を例に－ 

 

④著者について 

 著者について調べると，延べ人数は 546名，

重複を除く著者は 191 名であった。言うまで

もなく，報告書・論文集に執筆せずに日本語

連絡会議に出席している参加者がいるので，

会議参加者総数はさらに多い。 図３ 国別収録件数（２件以上） 
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